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平成17年上半期（平成17年4月1日～平成17年9月30日まで）経営情報をお知らせいたします。

○預金・貸出金の状況
（単位：百万円）

 9.74 ％

10.80 ％

○主要な経営指標
（単位：百万円）

2,962

1,391

973

○業務純益
（単位：百万円）

○自己資本比率（国内基準）
（単位：％）

○金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額 （単位：百万円、％）

1,492

792

366

377

886 165

715 128

2,745

1,885

（単位：％）

　　＜平成17年9月末の算出方法＞

１．債務者区分については原則として平成17年9月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。

２．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は､債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対

　　する債権の合計です。

３．「危険債権」の金額は､債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。

４．「要管理債権」の金額は､債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち､貸出条件を緩和している

　　債権及び3か月以上延滞している債権の合計です。

５．「正常債権」の金額は､債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり､「破産更生債権及びこれらに準

　　ずる債権」､「危険債権」､「要管理債権」以外の債権の合計です。
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経営情報（半期情報の開示について）

1,211

725

728

平成17年3月末

平成17年9月末

平成17年3月末

区 分
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100.0

65.1

85.1

86.0

350

883

100.0
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○貸出金業種別残高・構成比
（単位：百万円、％）

－

－

－

－

－ －

－ －

○有価証券の時価情報

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：百万円）

うち益 うち損

1 0 0

0 0 0

1 0 0

２．その他有価証券で時価のあるもの
（単位：百万円）

うち益 うち損

25 0 0

58 7 0

国 債 3 0 0

地方債 1 0 0

社 債 52 7 0

30 12 0

114 19 2

0.2

908

－

製 造 業
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1.0

0.2

222
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－

0.2

－

2.8

0.8

－

3,325
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0.0
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0.5

2.2

－

－

106,266

1,687

117,986

－

100.0
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－
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－
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○当組合の地域貢献活動

◎ 融資を通じた地域貢献
　大手金融機関では取引が難しい中小零細企業に対する事業融資（スキマ金融）に特化・推進し、

中小零細企業の資金需要にお応えしてきた結果、当組合の融資残高は平成15年度23％増、平成16年

度22％増と全国信用組合の中でもトップクラスの融資残高伸び率となっております。

◎ 取引先への支援状況
　当組合では平成15年9月「経営改善支援チーム」を発足させ要注意先等のお客様14社に対し経営

改善支援等の支援を行い、正常先等へのランクアップに取り組んできました。16年度末までに4社

が正常先等にランクアップしております。平成17年度は8社を支援対象として取り組んでおります。

◎ 地域サービスの充実
(1)情報提供活動
　　当組合の財務内容や取扱商品内容等をインターネットのホームページに掲載しています。

(2)社会的貢献活動
　　大阪府信用組合協会主催の献血運動が平成17年9月2日に大阪府信用組合会館で行われ､府下信

　用組合職員105名が献血に参加しました。当組合からも6名が参加しました。

○第54期通常総代会に関するアンケート結果

　平成17年6月28日開催第54期通常総代会に出席された総代45名に、総代会に関するアンケートを

実施し、37名より回答を頂きました。

　アンケート内容および結果は次のとおりです。

１．当日の説明について

（１）全体で約１時間を要しました。

①長かった 　　　２名 ②適当 　　３４名 ③短かった １名

（２）報告事項・決議事項の内容説明について

①解り易かった 　　３４名 ②よく解らなかった ３名

（３）説明要領について

①くどすぎた 　　　０名 ②聞きやすかった 　　３２名 ③もっと詳しくすべき ５名

（４）マイク無しでしたが、聞こえましたか

①良く聞こえた 　　３１名 ②時々聞取り難かった　　　６名 ③聞取り難かった ０名

２．当日の会場について

（１）広さについて

①ゆったりできた 　　　１名 ②余り気にならなかった　　２９名 ③狭くて窮屈だった ７名

（２）会場の設営について

①交通至便で良い 　　２９名 ②車で行きづらい 　　　８名 ③もっと便利な地点を希望 ０名

３．今後の会場と開催方法について

（１）会場について

①従来通りで良い 　　３０名 ②交通至便な場所で　　　４名 ③もっと広い場所で ３名

（２）開催方法について

①設備の整った施設で開催し、終了後に会食パーティーを開く 　　　０名

②設備の整った施設で開催し、終了後立食での懇親会を開く 　　　４名

③従来通り短時間での終了を希望 　　３３名

４．総代会への一般組合員の意見を反映させる方法として (白紙回答５名　　２項目回答１名）

①「ご意見箱」を設置し意見を吸収し、対応結果を総代会で公表する 　　　３名

②総代会で、議案以外の質問を受ける時間を設ける 　　　６名

③支店を窓口として、日頃から本部に意見が通じており、現状のままで充分 　　２４名


